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令和 6 年 2月 1 日開催 和泉市教育委員会意見交換会並びに事前報告会要旨 

 

出席者  小川教育長、深堀職務代理者、酉家教育委員、久米教育委員、小谷教育委員 

 

教育委員会事務局  土本教育次長、辻部長、上田指導監、鍛治次長、佐々木室長、西角室長、前田次 

          長、濱田課長、北野課長、樋上課長、田中館長代理、橋詰総括参事、東野参事 

           

 

 議題 要旨 

案件 1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

案件 2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

財産取得（和泉市立信

太中学校給食室厨房機

器一式）について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事請負変更契約（和

泉市久保惣記念美術館

茶室耐震補強工事（1

期））の締結について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇概要 

・令和 5 年和泉市議会第 4 回定例会において、補正予算計上

した信太中学校給食室改修事業における給食室厨房機器の購

入について、指名競争入札により、仮契約を予定 

・本契約の締結には、和泉市議会の議決に付すべき契約及び財

産の取得又は処分に関する条例第 3 条の規定に基づき、議会の

議決を要するため、令和 6 年市議会第 1 回定例会において議決

を求め、本契約を締結しようとするもの 

 

〇入札執行日 

・令和 6 年 2 月 2 日 

→本来、本定例会で審議すべき内容だが、入札執行日が定例会

後となったため、和泉市教育委員会の事務委任等に関する規則

第 3 条第 2 項による教育長の臨時代理で対応し、2 月 29 日開

催の教育委員会第 1 回臨時会の承認事項とする 

 

〇概要 

・現場確認の結果、正門基礎形状の変更が必要になったこと、

谷樋銅板の損傷が判明し、撤去新設となったことなどから、

和泉市久保惣記念美術館茶室耐震補強工事費が 

 増額となった 

・工事請負変更契約の締結には、地方自治法第１８０条第１項

並びに市長の専決処分事項に関する条例第７号の規定に基

づき、市長の専決処分を行うことから、同法同条第２項の規

定により、令和 6 年市議会第 1 回定例会において報告しよう

とするもの 

 

〇契約金額 

【変更前】2億 1,079 万 7,400 円 

【変更後】2億 1,602 万 3,500 円 
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案件 3 

 

 

 

 

 

 

案件 4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

案件 5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

北西部認定こども園

（国府幼稚園と和泉保

育園の移転統合）の基

本計画について 

 

 

 

北松尾保育園・北松尾

幼稚園の認定こども園

化について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

留守家庭児童会の今後

のあり方について 

 

 

 

 

 

 

 

 

※本来、本定例会で報告すべき内容だが、関係課との調整が間

に合わなかったため、事前報告とする 

 

〇概要 

・令和元年度に策定した「公立保育所・公立幼稚園のあり方に

基づく整備方針」に基づき、国府幼稚園と和泉保育園を移転統

合し、教育センター及び庁舎分館敷地内の既存施設を除去した

うえで地域子育て支援センター機能を備えた認定こども園を

新築整備する 

 

〇現状 

・令和元年11月に策定した「公立保育園・公立幼稚園のあり方

に基づく整備方針」で、北松尾保育園・北松尾幼稚園の両園を

拠点園と位置づけ、「当面は現状で運営し施設の老朽化に伴う

建替え時に認定こども園として再整備を図る」としている 

・令和 6 年 4 月に北松尾幼稚園園児数が 20 人を下回る見込み 

・園児数の減少により、切磋琢磨する機会の減少・人間関係の

固定化等、幼児教育及び小学校への接続の観点から適切といえ

ない状況になるおそれがあり、施設の建て替えを検討する時期

を待たずに何らかの対応が必要な状況となっている 

 

〇対応 

・北松尾幼稚園と北松尾保育園を統合し、認定こども園化を進

める 

→保育定員の増加により、待機（保留）児童解消に一定の効果

が見込める 

 

〇現状 

・児童の保育を行う支援員の不足 

・入会児童数・クラス数の増加に伴い、各クラスでのトラブル

増加や、入会児童の多様化により、支援員での対応が難しくな

っている 

・「安全な居場所の確保」という留守家庭児童会本来の目的に

加え、習い事や野外活動など、特色ある活動の実施を求める保

護者からの要望が増加 

 

〇民間委託導入による効果 

【支援員の不足への対応】 

・人材確保や配置について、自治体が単独で事業を行うよりも

広域的・効果的に行うことが可能 
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【入会児童・保護者への適切な対応】 

・現場への配属前に専任の講師等による職員研修を行い、一定

の知識と経験を持った人材の配置が可能 

・市全体を統括する責任者を置き、本部や専門家（顧問弁護士・

臨床心理士）に相談できる仕組みの確立が可能 

【特色ある活動を求める要望への対応】 

・特色ある活動を行うことを独自の魅力として打ち出す民間業

者も多い 

→留守家庭児童会の課題への対策として、短時間で確実な効果

が期待できる 

 

〇民間委託導入によるデメリット 

・市が直営で運営した場合と比べ、経費が増大する 

 

〇今後の方向性 

・試行的に小さい単位で民間委託をスタートし検証を行う 

・課題の把握、効果検証を行い、民間への委託内容や範囲を整

理 

・当面の支援員の不足は、派遣等も活用しつつ対応 

・民間委託にあたり、小学校等の校長を留守家庭児童会主事と

位置づけている現状について、見直しを行う 

 

 


